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今 和 8年 度

「高 等 教 育 の 修 学 支 援 新 制 度」

申 請 書 類

・様式第2号の I―②

・様式第2号の2-②

・様式第 2号の 3

・様式第2号の4-②

・様式第2号の4-② (別紙)

・実務経験のある教員等による授業科目の一覧表

・学校関係者評価報告書



様式第2号の1-② 【(1)実務経験のある教員等による授業科目の配置】
※専門学校は、この様式を用いること。大学・短期大学・高等専門学校は、様式第 2号の 1
-①を用いること。

学校名 大阪歯科学院専門学校
設置者名 一般社団法人 歯英会

1.「実務経験のある教員等による授業科目」の数

課程名 学科名

夜間・

通信

制の

場合

実務経験のあ

る毅員等によ

る授業科目の

単位数

省令で定める

基準単位数

配

置

困

難

歯科衛生士専門

課程
歯科衛生士学科

夜 。

通信

40単位
(1,154時間)

10単位
(240時間)

夜 ・

通信

夜 ・

通信

夜 。

通信

(備考)()内 の数字は「学校教育法施工規則等の附則第 2条」に基づき「実務
経験のある教員等による授業科目の単位数」について用いている時数を併記する

2.「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法

ホームページ → 学校案内 https:〃脚 v.odic.ac.jp/college
→ 右側にある項目「高等教育の修学支援制度」をクリック

3.要件を満たすことが困難である学科
学科名

(困難である理由)

1



様式第2号の2-② 【12)一②外部の意見を反映することができる組織への外部人
材の複数配置】

※ 様式第2号の2-①に掲げる法人以外の設置者 (公益財団法人、公益社団法人、医療法
人、社会福祉法人、独立行政法人、個人等)は、この様式を用いること。

学校名 大阪歯科学院専門学校
設置者名 一般社団法人 歯英会

1,大学等の教育について外部人材の意見を反映することができる組織
名称 一般社団法人歯英会理事会 。一般社団法人歯英会社員総会

役割

この法人は、歯科医療従事者の育成に関する事業を行い、歯科医療
に寄与することを目的とする。その目的を達成するため、歯科衛生士

を養成する学校の設置及び管理運営 (業務執行の決定、監督等)を行
う。

理事会と社員総会において、上記の運営を遂行するための協議を行っ

ている。

2.外部人材である構成員の一覧表
前職又は現職 任期 備考 (学校と関連する経歴等)

耳鼻咽喉科医院勤務

(2001.4.1～ 2008.9,30)

無職 (専業主婦)

(2008,10。 1～ )

2024.5.29-

2027.5.31
医療関係に対する専門的な知見

を有する。

税理士事務所経営

(1997.4.1～ )

2020.5。 30-
2027.5。 31

財務体制に対する専門的な知見
を有する。

大阪歯科学院専門学校顧問

(2017.4。 1～ 2025.5,20)

一般社団法人歯英会監事

(2025.5。 21～ )

2025.5。 21-
2027.5.31

教育現場 。臨床現場での専門的な

知見を有する。

歯科医院勤務

(1991,4.1～ 1995,3.31)

歯科医院経営

(1995,4.1～ )

1991.5,30-

2027.5,31
学校運営・臨床現場での専門的な

知見を有する。

税理士事務所勤務

(1997.7.1～ )

2020.5。 30ハΨ

2027.5。 31

財務体制に対する専門的な知見
を有する。

(備考)



様式第2号の3【儡)厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】

学校名 大阪歯科学院専門学校

設置者名 一般社団法人 歯英会

○厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要
1.授業科 目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法
や基準その他の事項を記載 した授業計画書 (シラバス)を作成し、公表 し
ていること。

(授業計画書の作成 。公表に係る取組の概要)
教務会において毎年度シラバス作成会議を開催し、各教科の重点課題について協議
を行う。教務主任及び教科担当者は 【シラバス作成に係る取り組み】の重点課題を踏
まえた上でシラバスを作成し、年間授業計画案を作成する。
新入生には入学後のオリエンテーションにて説明し、在校生には年度の始業日に説
明している。

【シラバス作成に係る取り組み】
。一般目標・到達目標
・成績評価の方法・基準
・教育項目について
。授業内容
・教科書の選定
。授業スケジュール
・担当教員の選定
。その他の必要事項

授業計画書の公表方法

「シラバス (刊行物 )」 第 1学年 。第 2学年 。第 3学年「年
間授業時間割 (刊行物)」 「月別時間割 (刊行物)」 による公
表 (事務所内にて閲覧可、請求により郵送)

2.学修意欲の把握、試験やレポー ト、卒業論文などの適切な方法により、
学修成果を厳格かつ適正に評価 して単位を与え、又は、履修を認定して
いること。

(授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要)

単位の認定は、単位認定試験及び実習試験、ならびに平素の成績により行っている。
また、歯科衛生士養成所指定規則別表の備考に定める大学、高等専門学校、養成施設
に存学していた者に係る単位の認定については、本人からの申請に基づき、個々の学
修内容を評価し、本校における教育内容に該当すると認められる場合には、総取得単
位数の 2分の 1を超えない範囲で本校における履修に替えている。
1単位の授業時間数は、講義及び演習については 15時間から30時間、実習及び実技
については 30時間から45時間の範囲で定めている。臨地実習については、 1単位を
45時間の実習をもつて構成している。
試験の方法は、授業を行った全科目並びに実習について、毎学期の終わりに行い、
その成績評価は、優 80点以上 良 70点以上 可 60点以上 不可 59点以下として、
優、良、可は合格、不可は不合格としている。単位認定試験及び実習試験の成績に不
合格の学科目がある者に対しては、再試験を行っている。但し、各学科目の授業時間
数の 3分の 1以上欠席した者及び所定の学費を完納しない者は、試験を受けることが
できない。



3.成績評価において、GPA等 の客観的な指標を設定し、公表するとと
もに、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施 していること。
(客観的な指標の設定 。公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要)
全科目の試験点数の総合計点により成績順位を設け、総合計点の平均点及び成績下
位者 (下位 1/4者)を把握している。
また、出席及び欠席等も一覧表に纏めて把握している。
学年度末には、学生本人及び保護者に成績表を送付し、全科目の成績、取得単位数、
総合計′点、成績順位、出席すべき日数、欠席日数等を記載連絡している。

客観的な指標の

算出方法の公表方法

ホームページ → 学校案内
httos.//、、r、Tw odic.aco iO/college

右側にある項目「学則」をクリック

4.卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に実施 して
いること。

(卒業の認定方針の策定 。公表 。適切な実施に係る取組の概要)
進級及び卒業の認定は、単位認定試験の成績、出席状況ならびに平素の成績につい
て評定の上、教務会の議を経て学校長が行 う。

第 1学年において履修すべき単位のうち、4単位を未取得の者は留年とする。第 2
学年において履修すべき単位のうち、3単位を未取得の者及び第 1学年と第 2学年に
おいて履修すべき単位のうち、通算して4単位を未取得の者は留年とする。第 3学年
において履修すべき総単位のうち、 1単位でも未取得の単位があるものは留年とす
る。

上記所定の課程を修了したと認めた者には卒業を認定する。

卒業の認定に関する

方金十の公表方法

ホームページ → 学校案内
h二JttQo二∠/ヽvヽvヽ|′=oOiC.ac.jp/col lette
右側にある項目「学則」をクリック



様式第2号の4-② 【に)財務・経営情報の公表 (専門学校)】
※専門学校は、この様式を用いること。大学・短期大学・高等専門学校は、様式第 2号の4
-①を用いること。
学校名 大阪歯科学院専門学校

設置者名 一般社団法人 歯英会

1.財務諸表等
財務諸表等 公表方法

貸借対照表
「一般社団法人歯英会 決算書類 (刊行物)」 によ

る公表 (事務所内にて閲覧可、請求により郵送)

収支計算書又は損益計算書 同 上
財産 目録 同 上
事業報告書 同 上
監事による監査報告 (書 ) 同 上

2.教育活動に係る情報
①学科等の情報

分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士

医療
歯科衛生士

専門課程
歯科衛生士学科 ○

修業

年限
昼夜
全課程の修了に必要な総

単位数

開設している授業の種類

講義 演習 実習 実験 実技

3

年

昼 97単位
(2,658時間)

66単位
(1,263

時間)

31単位
(1,395

R寺間)

学生総定員数 学生実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数

150人 151人 1人 8人 38人 44人

カリキュラム (授業方法及び内容、年間の授業計画)

(概要)「シラバス」第 1学年・第 2学年 。第 3学年 (刊行物 )
「年間授業時間割」 「月別時間割表」 (千J行物)

教務会においてシラバス作成会議を開催し、各教科の重点課題について協議を行う。
教務主任及び教科担当者は上記の重J点課題を踏まえた上でシラバスを作成し、年間授
業計画案を作成する。

新入生には入学後のオリエンテーションにて説明し、在校生には年度の始業日に説
明している。

成績評価の基準 。方法

(概要)「学則」
htt【)s.//n 1.ssl― dl. io/d1/67418-2a78d1673bff428bc220ec5ffb9dac88

(授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要)

単位の認定は、単位認定試験及び実習試験、ならびに平素の成績により行っている。
また、歯科衛生士養成所指定規則別表の備考に定める大学、高等専門学校、養成施設
に在学していた者に係る単位の認定については、本人からの申請に基づき、個々の学
修内容を評価し、本校における教育内容に該当すると認められる場合には、総取得単
位数の 2分の 1を超えない範囲で本校における履修に替えている。



1単位の授業時間数は、講義及び演習については 15時間から30時間、実習及び実技
については 30時間から45時間の範囲で定めている。臨地実習については、1単位を
45時間の実習をもつて構成 している。
試験の方法は、授業を行った全科目並びに実習について、毎学期の終わりに行い、
その成績評価は、優 80点以上 良 70点以上 可 60点以上 不可 59点以下として、
優、良、可は合格、不可は不合格としている。単位認定試験及び実習試験の成績に歩
合格の学科目がある者に対しては、再試験を行つている。但し、各学科目の授業時間
数の 3分の 1以上欠席した者及び所定の学費を完納しない者は、試験を受けることが
できない。

上記の学則等により、単位授与または履修認定の厳格かつ適正な実施を行ってい

る。

卒業・進級の認定基準

(概要)「学則」
to 1.ssl―dl. io/d1/67418-2a78d1673bff428bc220ec5ffb9dac88

進級及び卒業の認定は、単位認定試験の成績、出席状況ならびに平素の成績につい
て評定の上、教務会の議を経て学校長が行 う。

第 1学年において履修すべき単位のうち、4単位を未取得の者は留年とする。第 2
学年において履修すべき単位のうち、3単位を未取得の者及び第 1学年と第 2学年に
おいて履修すべき単位のうち、通算して4単位を未取得の者は留年とする。第 3学年
において履修すべき総単位のうち、 1単位でも未取得の単位があるものは留年とす
る。
上記所定の課程を修了したと認めた者には卒業を認定する

h t //とぅ

学修支援等

(概要)

ている。

クラス担任制、個別面談、三者面談等を行い、きめ細やかな学習支援を行っ

卒業者数、進学者数、就職者数 (直近の年度の状況を記載 )

卒業者数

m歳州 0人

( 0%)
46人

(100%)

0人

( 0%)
(主な就職、業界等) 歯科医院

(就職指導内容)  求人票の見方 (特に保険等)から説明し、①職場
らい、良かったら②面接をして、就職を決める2ステップ制を主に指導

を見学させても

(主な学修成果 (資格・検定等)) 歯科衛生士

(備考)(任意記載事項)



中途退学の現状

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率

156人 7人 4.5%
(中途退学の主な理由)
進路変更、学業不振、結婚

(中退防止 。中退者支援のための取組 )

学生のさまざまな悩みに対応する為にクラス担任制及び相談窓口を設け、個人面
談・三者面談等を行っている。
また、学生の出席状況、成績等を把握し、学生に働きかけている。

②学校単位の情報
a)「学生納付金」等

学科名 入学金
授業料

(年間)
その他 備考 (任意記載事項)

歯科衛生士

学科
200,000円 590,000円 260,000円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

)



b)学校評価

c)当 該学校に係る情報
(ホームページア ドレス又は刊行物等の名称及び入手方法)
httOs.//M即。Odic.ac . io/college

自己点検評価結果の公表方法

(ホームページア ドレス又は刊行物等の名称及び入手方法)
「令和 7年度 自己′点検 。自己評価」 lT‐J行物 )
請求にて郵送

第二者評価の基本方針 (実施方法・体制)

学校関係者評価において、自己評価結果の客観性、透明性を高め、学校運営の改善
を図る。

業界関係者 8名、卒業生 1名、監事 2名

第二者評価の委員

所属 任期 種別
一般社団法人歯英会 1988.5,22-2027.5,31

(任期更新 )

業界関係者

一般社団法人歯英会 2019.3.28-2027.5.31

(任期更新 )

業界関係者

一般社団法人歯英会 2024.5。 29-2027.5,31

(新規就任)

業界関係者

一般社団法人歯英会 2007.5.24-2027.5,31

(任期更新 )

卒業生

井関税理士事務所 2020.5.30-2027.5。 31

(任期更新 )

監事

一般社団法人歯英会 2024.5。 21-2027.5,31

(新規就任 )

監事

第二者評価結果の公表方法

(ホームページア ドレス又は刊行物等の名称及び入手方法)
「令和 7年度 学校関係者評価報告書」 (干J行物)請求にて郵送
httos.//、 v、、ユ、v.Odi co ac. io/col lette

(備考)

第二者評価は実施しておらず、評価の基本方針および評価の委員ついては学校関係
者評価の内容を記載しております



(別紙 )

※ この別紙は、更新確認申請書を提出する場合に提出すること。

※ 以下に掲げる人数を記載すべき全ての欄 (合計欄を含む。)について、該当する人数が1人以上10人以下の場合には、
当該欄に「一」を記載すること。該当する人数が0人の場合には、「0人」と記載すること。

1.前年度の授業料等減免対象者及び給付奨学生の数

学校コー ド (13桁 ) H127310000291

学校名 (oo大学等) 大阪歯科学院専門学校

設 置者名 (学校法人○○学園 等) 一般社団法人 歯英会

前半期 後半期 年間

支援対象者数
※括弧内は多子世帯の学生等 (内数)
※家計急変による者を除く。

55人 ( 23 )人 52人 ( 21 )人 55人 ( 28 )人

第 二区分 27人 24人

(う ち多子世帯) ( 一人 ) 一人 )(

第Ⅱ区分 一 人 一人

(う ち多子世帯) 0人 )( 一人 )(

第Ш区分 一人 一人

(う ち多子世帯) 一人 )( 一人 )(

第Ⅳ区分 (理工農) 0人 0人

第Ⅳ区分 (多子世帯) 一人 一人

内

訳

区分外 (多子世帯) 一人 一人

家計急変による
支援対象者 (年間)

一人 ( 0 )人

合計 (年間) 56人 ( 28 )人
(偏考 )

8号 4 2
1号に掲げる授業料等減免紺象者をいい、第 二区分、第Ⅱ区分、第Ⅲ区分、第Ⅳ区分 (理工農)と は、それぞ
れ大学等における修学の支援に関する法律施行令 (令和元年政令第49号 )第 2条第 1項第 2号イ～二に掲げ
る区分をいう。

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

い ¬∈、

`ま

る イこ る



2.前年度に授業料等減免対象者としての認定の取消しを受けた者及び給付奨学生認定の取消しを受け
た者の数

(1)偽 りその他不正の手段により授業料等減免又は学資支給金の支給を受けたことにより認定の取消
しを受けた者の数

年 間 0人

(2)適格認定における学業成績の判定の結果、学業成績が廃上の区分に該当したことにより認定の取
消しを受けた者の数

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

上記の (2)の うち、学業成績が著しく不良であると認められる者であって、当該学業成績が著しく不良である
ことについて災害、傷病その他やむを得ない事由があると認められず、遡つて認定の効力を失った者の数

(3)退学又は停学 (期間の定めのないもの又は3月 以上の期間のものに限る。)の処分を受けたこと
により認定の取消しを受けた者の数

右以外の大学等

短期大学 (修業年限が 2年のものに限り、認定専
攻科を含む。)、 高等専門学校 (認定専攻科を含
む。)及び専門学校 (修業年限が 2年以下のもの
に限る。 )

年 間 前半期 後半期

修業年限で卒業又は修了できないことが確
定

0人 人 人

修得単位数 が 「廃止」の基準に該 当
(単位制によらない専門学校にあつては、履修科目の単
位時間数が廃上の基準に該当)

一人 人 人

出席率が「廃止Jの基準に該当又は学修意
欲が著しく低い状況

0人 人 人

「警告Jの 区分に連続して該当
※「停止」となった場合を除く。

0人 人 人

計 一人 人 人

(備考)

右以外の大学等
短期大学 (修業年限が 2年のものに限り、認定専攻科を含む。)、
高等専門学校 (認定専攻科を含む。)及び専門学校 (修業年限が 2
年以下のものに限る。 )

年 間 0人 前半期 人 後半期 人

退学 0人

3月 以上の停学 0人

年間計 0人

(備考 )

は る に る こ



3.前年度に授業料等減免対象者としての認定の効力の停止を受けた者及び給付奨学生認定の効力の停
止を受けた者の数

(1)停学 (3月 未満の期間のものに限る。)又は訓告の処分を受けたことにより認定の効力の停止を
受けた者の数

る に る こ

(2)適格認定における学業成績の判定の結果、停止を受けた者の数

の の を た の4

3月 未満の停学 0人

訓告 0人

年間計 0人

(備考 )

右以外の大学等

短期大学 (修業年限が 2年のものに限り、認定専
攻科を含む。)、 高等専門学校 (認定専攻科を含
む。)及び専門学校 (修業年限が 2年以下のもの
イこ円貫る。 )

年 間 前半期 後半期

GPA等 が下位 4分の 1 0人 人 人

右以外の大学等

短期大学 (修業年限が 2年のものに限り、認定専
攻科を含む。)、 高等専門学校 (認定専攻科を含
む。)及び専門学校 (修業年限が 2年以下のもの
に限る。 )

年間 前半期 後半期

修得単位数が 「警告 Jの基準に該当
(単位制によらない専門学校にあつては、履修科目の単
位時間数が警告の基準に該当)

0人 人 人

GPA等 が下位 4分の 1 0人 人 人

出席率が「警告」の基準に該当又は学修意
欲が低い状況

0人 人 人

計 0人 人 人

(備考 )



実務経験のある教員等による授業科目の一覧表 (様式2号の1関係)

設置者名   一般社団法人 歯英会

学校名   大阪歯科学院専門学校

学科名 実務経験のある教員等による授業科目名

実務経験のある教員等による
授業科目

省令で定める基準

単位数 授業時間 単位数 授業時間

薗科衛生士学科 生物学 1 lG

10 240

解剖学 2 32

生理学 1 lG

口腔解剖学 3 48

口腔生理学 1 16

薬理学・歯科薬理学 2 32

生化学 2 32

栄養指導 1 30

歯科補綴学 I 1 16

小児歯科学 1 16

歯科予防処置論 I― I 2 60

歯科予防処置論 1-I 1 45

歯科保健指導論 I― I 1 30

歯科保健指導論 I― Ⅱ 1 45

歯科診療補助論 I― I 2 60

歯科診療補助論 I一 Ⅱ 2 90

歯科予防処置論Ⅱ一 I 2 60

歯科予防処置論エーI 1 45

歯科保健指導論Ⅱ― I 1 30

歯科保健指導論Ⅱ―Ⅱ 1 45

歯科診療補助論Ⅱ― I 1 30

歯科診療補助論I― I 2 90

歯科予防処置論Ⅲ― I 1 30

薗科予防処置論Ⅲ一Ⅱ 1 45

歯科保健指導論Ⅲ― I 1 30

歯科保健指導論Ⅲ―Ⅱ 1 45

歯科診療補助論Ⅲ― I 1 30

歯科診療補助論Ⅲ―Ⅱ 1 45

情報処理 2 45

歯科衛生士学科 合計 40 1154 10 240



令和 7年度 学校 関係者評価報告書

大阪歯科学院専門学校

学校関係者評価委員

一般社団法人歯英会 大阪歯科学院専門学校 学校関係者評価委員は、「令和7年度自己点検・自己評価報告書Jの結果に基づいて

学校関係者評価を実施したの、で、下記のとおり報告します。

1学校関係者評価評価委員

区分

業界関係者   上野 秀和
業界関係者    上垣内 賢一
業界関係者    吉田 みぎわ
卒業生     廣島 開
監事 (税理士)  井関 文洋
監事 (業界関係者)阿賀野 和子

2令和7年度自己点検・自己評価における学校関係者評価

3総 評

上記9項日に対する委員の評価は概ね良好であり、大阪歯科学院専門学校の教育活動および学校運営は、引き続き高い水準で維持されているものと評価する。

一方で、臨床教育のさらなる充実や学生の学修文媛の強化など、教育内容の改善に向けて継統的な取組が求められる。今後も社会的ア(請の変化に応じた対応を進め、教育の質向上に努められたい。

各評価項 目で示された改善点は、令和8年度より担当部署が改善計顧Fを策定し、可能なものから1頓次実施する。進捗状況は教職員会議で定期的に確認し、各部門長が責任イとなり改善を推進する。

以 L

評価項目 評価 評価に対する今後の学校の取り組み

1,教育理念・目的

育成人材像

・きめ細やかな指導のもと、教育理念・H標が明確に示されており、医療人として求

められる専「η性・倫理観・人‖1性を総合的に育成する体制が整えられている。

・学生の多様化に対応した来軟な教育体制が構築されており、学習意欲を高める

ための支援やフィードパック体制が充実している。

教育理念を授業や実習に反映し、教職員間でコ1念共有を深めていく。

専門性と人間性を育むため、実践的な教育内容や地域連携を充実させる

学生の多様化に対応し、個別支援体制を整えて学習意欲の向上を図る。

学生の声を活かし、教育内容の改善と教員の指導力向上を継続して進める。

2学校運営 ・事業計画に沿つて若実に進められており、運営組釉牧や意思決定のプロセスも明確

に示されている。

・教職員の意見を積極的に反映しながら運営方針を策定している点は高く評価でき

る。

・教職員が法令と倫理を共通認識として深め、研修や情報共有を通じてコンプライ

アンス体制を強化することで、学校全体の法令達守を '層確かなものにしていく。

3.教育活動 国家試験の合格率が全国平均を 卜回り、教育成果が安定している。

実践的技術の習得や医療人としての人酷l形成、学習意欲・習熟度への支援など、

多面的な課題に若実に取り率且んでいる。

臨床実習を含む臨床教育の充実や、理解が遅れがちな学生への下寧な文援な

ど、教育活動全体にわたり評価できる。

。国家試験合格率が全国平均をに回つたことは評価できるが、出来れば 100%を

進成できるよう1こ対策授業を工夫したい。

・学生に対応する時は、必ず複数人の教職員で対応する。

・職業専門学校の心構えや雰四気をより構築していく。

・時代に沿つた教育活動を進めていく。

4.教育成果 ・数名の国家試験の不合格者が出ている。理由を分析し指導方法及び対策を見直

したい。

・退学の要因となる学習意欲の低下や、成績不良への対

''tと

して、担任等による定

期的な而談が、効果を上げている。

・卒業生の医療現場での活留どが評価を得て、後輩への求人数は非常に多く就職に

ついても問題はない。また、それは、広報活動にもつながっている。

・国家試験合格率の更なる向上を目指し、指導方法の改善を図る。

・学生対応では複数教職員による体制を徹底し、専門イ載業大としての心構えや

学習環境を強化する。

・時代の変化に応じた教育内容や指導方法をHxり人れ、学校全体の教育活動の

質向 とを図り、より実践的で充実した学びの環境を整えていく。

5。 学生支援 就職支援、学生相談、奨学金制度など、多様な手段を通して学生支援を幅広く行

つている。

クラス担任制度により、学生の精神的ケアや 日常的なフォローが充実している。

業界のニーズに応し、卒業生へのサポート体制をさら1こ強化していくことが期待さ

れる。

・家庭環境の多様化に対応するため、面談等を通じて学生の状況を丁寧に把握し、

一人ひとりに応じた支援を充実させていく。

・卒業生への再就職支援をより利月]しやすい形に見直し、拡大する業界ニーズに

,ざえられるサポート体制を強化する。

・学生に寄り添った相談体制をさら1こ整え、安′いして学べる環境づくりを進めていく。

6.教育環境 学生ロッカーの更新やWⅢ Fi整備の構築など学習環境の改善を進めている。

3階実習室の診療台更斯や机・椅子の入れ替え準備を行い、より実践的で供適な

実習環境の整備を図つている。

多方面の臨床実習施設と連携し、教育と実習の質向上に取り組んでいる。

実習設備の更新などを踏まえ、施設・設備の計画的な改善を継続し、よりl夫・適で

学びやすい環境づくりを進める。

世ふ床実告
l施
設との連携をさらに深め、社会のユーズに応じた実習体制の充実と

教育内容の質向上を図る。

7.学生募集と受け入れ 法令および大阪府専修学校各種学校連合会の規定に基づき、適切かつ公正な

学生募集を実施している。

学校見学会や説明会を通じて出願につながるlFXり組みを継続し、ほぼ定員の人■

者を確保している。

高校生の視点を踏まえた広報を進め、募集方法と受け入れ体需1の充実を図る。

本校の教育成果や特色を発信し、受験生や高校への情報提供を強化する。

高校生や高校教員が求める情報を的確に示し、他校との差別化を図りつつ、

見学会や J光明会を通じた出願促進につなげる。

在校生の協力による学校見学会の運営や、ホームページ,sNSを活用した広報

活動を強化し、安定した募集確保を日指す。

8財務 借入金はなく、健全な運営により安定した財務基盤を維持している。収支管理や

経費抑制も継統して取り対1まれており、財務状況は良好である。

学生募集環境は依然として厳しく、入学者数の変動が財務に影響し得る。安定し

た学生確保、進学防止、経費の効率化に引き続き努める必要がある。

広報活動の強化や地域連携の拡大を進め、入学者数の安定化を図る。

併せて、学生支援体制を充実させ、退学防止に継続して取り組む。

経費の効率化を進めつつ、必要な投資とのバランスを保ち、健全な財務運営を

継続する。収支状況を定期的に′ヽ検し、財務基盤の安定化を図る。

9,法令等の遵守 自己点検・自己評価の実務が継統され、法令に沿つた適切な運営が行われてい

る。

個人情報保護法に基づく管
'と

体制が維持され、情報管
'μ

は適正に行われている。

コンプライアンス推進体制は、教職員への周知や研修など、強化が望まれる。

自己点検・自己評1奸の質をさら1こ高め、結果の公開方法も工夫することで、法令

に基づく透明性のある運営を一層推進する。

コンプライアンス推進体制の強化に向け、教職員研修の充実や周知の徹底を図

り、組 l(堆全体で法令遵守意識を高める。

令和8年 5)120日 (水 )



今 不口 7年 度

「高 等 教 育 の 修 学 支 援 新 制 度」

申 請 書 類

・様式第 2号の I一②

・様式第2号の2-②

・様式第 2号の 3

・様式第2号の4-②

・様式第 2号の4-② (別紙)

・実務経験のある教員等による授業科目の一覧表

・学校関係者評価報告書



様式第2号の1-② 【(1)実務経験のある教員等による授業科目の配置】
※専門学校は、この様式を用いること。大学・短期大学・高等専門学校は、様式第 2号の 1
-①を用いること。

学校名 大阪歯科学院専門学校
設置者名 一般社団法人 歯英会

1.「実務経験のある教員等による授業科目」の数

課程名 学科名

夜間・

通信

制の

場合

実務経験のあ

る教員等によ

る授業科目の

単位数又は授

業時数

省令で定める

基準単位数又

は授業時数

西己

置

困

難

歯科衛生士専門

課程

歯科衛生士学科
夜 ・

通信
2,658時間 240時間

夜 ・

通信

夜 ・

通信

夜 ・

通信

(備考)

2.「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法

ホームページ  → 学校案内 https:〃 四ヽvv.odic,ac.jp/college
→ 右側にある項目「高等教育の修学支援制度」をクリック

3.要件を満たすことが困難である学科
学科名

(困難である理由)



様式第2号の2-② 【(舛一②外部の意見を反映することができる組織への外部人
材の複数配置】

※ 様式第 2号の 2-①に掲げる法人以外の設置者 (公益財団法人、公益社団法人、医療法
人、社会福祉法人、独立行政法人、個人等)は、この様式を用いること。

学校名 大阪歯科学院専門学校
設置者名 一般社団法人 歯英会

1.大学等の教育について外部人材の意見を反映することができる組織
名称 一般社団法人歯英会理事会 ,一般社団法人歯英会社員総会

役割

この法人は、歯科医療従事者の育成に関する事業を行い、歯科医療

に寄与することを目的とする。その目的を達成するため、歯科衛生士

を養成する学校の設置及び管理運営 (業務執行の決定、監督等)を行
う。

理事会と社員総会において、上記の運営を遂行するための協議を行
つている。

2.外部人材である構成員の一覧表
前職又は現職 任期 備考 (学校と関連する経歴等)

耳鼻咽喉科医院勤務

(2001.4.1～ 2008,9.30)

無職 (専業主婦)

(2008.10.1～ )

2024.5.29-

2027.5.31
医療関係に対する専門的な知見

を有する。

税理士事務所経営

(1997.4.1～ )

2020.5.30-
2027.5.31

財務体制に対する専門的な知見

を有する。

大阪歯科学院専門学校顧問

(2017.4.1～2025,5,20)

2025.5.21～

2027.5,31
教育現場・臨床現場での専門的な

知見を有する。

歯科医院勤務

(1991.4.1～ 1995。 3,31)

歯科医院経営

(1995.4.1～ )

1991.5.30-

2027.5,31
学校運営・臨床現場での専門的な

知見を有する。

税理士事務所勃務

(1997.7.1～ )

2020.5.30-
2027.5.31

財務体制に対する専門的な知見

を有する。

(備考)



様式第2号の3【 (勧厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】

学校名 大阪歯科学院専門学校

設置者名 一般社団法人 歯英会

○厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要
1 .授業科 目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法
や基準その他の事項を記載 した授業計画書 (シラバス)を作成 し、公表し

ていること。

(授業計画書の作成・公表に係る取組の概要)

教務会において毎年度シラバス作成会議を開催し、各教科の重点課題について協議
を行う。教務主任及び教科担当者は 【シラバス作成に係る取り組み】の重点課題を踏
まえた上でシラバスを作成し、年間授業計画案を作成する。
新入生には入学後のオリエンテーションにて説明し、在校生には年度の始業国に説
明している。

【シラバス作成に係る取り組み】
・一般目標 。到達目標
・成績評価の方法・基準
・教育項目について
・授業内容
・教科書の選定
・授業スケジュール

・担当教員の選定
。その他の必要事項

授業計画書の公表方法

シラバス (刊行物)」 第 1学年・第 2学年・第 3学年「年
間授業時間割 (刊行物)」 「月別時間割 (刊行物)」 による公
表 (事務所内にて閲覧可、請求により郵送)

「

2.学修意欲の把握、試験やレポー ト、卒業論文などの適切な方法により、
学修成果を厳格かつ適正に評価 して単位を与え、又は、履修を認定して
いること。

(授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要)

単位の認定は、単位認定試験及び実習試験、ならびに平素の成績により行っている。
また、歯科衛生士養成所指定規則別表の備考に定める大学、高等専門学校、養成施設
に存学していた者に係る単位の認定については、本人からの申請に基づき、個々の学
修内容を評価し、本校における教育内容に該当すると認められる場合には、総取得単
位数の 2分の 1を超えない範囲で本校における履修に替えている。
1単位の授業時間数は、講義及び演習については 15時間から30時間、実習及び実技
については 30時間から45時間の範囲で定めている。臨地実習については、 1単位を
45時間の実習をもつて構成している。

試験の方法は、授業を行つた全科目並びに実習について、毎学期の終わりに行い、
その成績評価は、優 80点以上 良 70点以上 可 60点以上 不可 59点以下として、
優、良、可は合格、不可は不合格としている。単位認定試験及び実習試験の成績に不
合格の学科目がある者に対しては、再試験を行つている。但し、各学科目の授業時間
数の 3分の 1以上欠席した者及び所定の学費を完納しない者は、試験を受けることが



できない。

(客観的な指標の設定 。公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要)

全科目の試験点数の総合計点により成績順位を設け、総合計点の平均点及び成績下

位者 (下位 1/4者 )を把握している。
また、出席及び欠席等も一覧表に纏めて把握している。

学年度末には、学生本人及び保護者に成績表を送付し、全科目の成績、取得単位数、

総合計 J点、成績順位、出席すべき日数、欠席日数等を記載連絡している。

客観的な指標の

算出方法の公表方法

「学則」

https://pl.ssl― dlo jp/d1/67418-

2a78d1673bff428bc220ec5ffb9dac88

4.卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に実施して
いること。
(卒業の認定方針の策定 。公表・適切な実施に係る取組の概要 )

進級及び卒業の認定は、単位認定試験の成績、出席状況ならびに平素の成績につい

て評定の上、教務会の議を経て学校長が行う。

第 1学年において履修すべき単位のうち、4単位を未取得の者は留年とする。第 2
学年において履修すべき単位のうち、 3単位を未取得の者及び第 1学年と第 2学年に
おいて履修すべき単位のうち、通算して4単位を未取得の者は留年とする。第 3学年
において履修すべき総単位のうち、 1単位でも未取得の単位があるものは留年とす
る。

上記所定の課程を修了したと認めた者には卒業を認定する。

卒業の認定に関する

方針の公表方法

「学則」
https://pl,ssl― dl.jp/d1/67418-

2a78d1673bff428bc220ec5ffb9dac88



様式第2号の4-② 【に)財務。経営情報の公表 (専門学校)】
※専門学校は、この様式を用いること。大学・短期大学・高等専門学校は、様式第 2号の4
-①を用いること。
学校名 大阪歯科学院専門学校

設置者名 一般社団法人 歯英会

1.財務諸表等
財務諸表等 公表方法

貸借対照表
「一般社団法人歯英会 決算書類 (刊行物)」 によ

る公表 (事務所内にて閲覧可、請求により郵送)

収支計算書又は損益計算書 同 上
財産 目録 同 上
事業報告書 同 上
監事による監査報告 (書 ) 同 上

2.教育活動に係る情報
①学科等の情報

分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士

医療
歯科衛生士

専門課程
歯科衛生士学科 ○

修業

年限
昼夜
全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数

開設している授業の種類

講義 演習 実習 実験 実技

3

年

昼

蕉箋豆垂』彿撃経

と,263

単位時間

/単位

単位時間

/単位

1,395

単位時間

/単位

単位時間

/単位

単位時間

/単位

単位時間/単位

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数

150人 156人 1人 6人 38人 44人

カジキュラム (授業方法及び内容、年間の授業計画)

(概要)「シラバス」第 1学年・第 2学年 。第 3学年 (刊行物)
「年間授業時間割」 「月別時間割表」 (刊行物)

教務会においてシラバス作成会議を開催し、各教科の重点課題について協議を行う。

教務主任及び教科担望者は上記の重点課題を踏まえた上でシラバスを作成し、年間授

業計画案を作成する。

新入生には入学後のオジエンテーションにて説明し、在校生には年度の始業国に説

明している。

成績評価の基準・方法

(概要)「学則」
httosi//ol.ssl― dl. iO/d1/67418-2a78d1673bff428bc220ec5ffb9dac88

(授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要)

単位の認定は、単位認定試験及び実習試験、ならびに平素の成績により行つている。
また、歯科衛生士養成所指定規則別表の備考に定める大学、高等専門学校、養成施設
に在学していた者に係る単位の認定については、本人からの申請に基づき、個々の学

修内容を評価し、本校における教育内容に該当すると認められる場合には、総取得単

位数の 2分の 1を超えない範囲で本校における履修に替えている。



1単位の授業時間数は、講義及び演習については 15時間から30時間、実習及び実技
については 30時間から45時間の範囲で定めている。臨地実習については、1単位を
45時間の実習をもつて構成している。
試験の方法は、授業を行つた全科目並びに実習について、毎学期の終わりに行い、
その成績評価は、優 80点以上 良 70点以上 可 60点以上 不可 59点以下として、
優、良、可は合格、不可は不合格としている。単位認定試験及び実習試験の成績に歩

合格の学科目がある者に対しては、再試験を行っている。但し、各学科目の授業時間

数の 3分の 1以上欠席した者及び所定の学費を完納しない者は、試験を受けることが
できない。
上記の学則等により、単位授与または履修認定の厳格かつ適正な実施を行ってい

る。

卒業 。進級の認定基準

(概要)「学則」
httpsi//k)1.ssl― dl. i【〕/d1/67418-2a78d1673bff428bc220ec 5ffb9dac88

進級及び卒業の認定は、単位認定試験の成績、出席状況ならびに平素の成績につい

て評定の上、教務会の議を経て学校長が行う。

第 1学年において履修すべき単位のうち、4単位を未取得の者は留年とする。第 2
学年において履修すべき単位のうち、3単位を未取得の者及び第 1学年と第 2学年に
おいて履修すべき単位のうち、通算して4単位を未取得の者は留年とする。第 3学年
において履修すべき総単位のうち、 1単位でも未取得の単位があるものは留年とす
る。

上記所定の課程を修了したと認めた者には卒業を認定する

学修支援等

(概要)(概要)ク ラス担任制、個別面談、三者面談等を行い、きめ細やかな学習支
援を行つている。

卒業者数、進学者数、就職者数 (直近の年度の状況を記載 )

卒業者数

m歳州 0人

(0%)

43人

(100%)

0人

(0%)
(主な就職、業界等) 歯科医院

(就職指導内容)  求人票の見方 (特に保険等)から説明し、①職場を見学させても
らい、良かったら②面接をして、就職を決める2ステップ制を主に指導

(主な学修成果 (資格・検定等))歯科衛生士

(備考)(任意記載事項 )



中途退学の現状

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率

151人 8人 5,3%
(中途退学の主な理由)

進路変更、病気、学業不振

(中退防止・中退者支援のための取組 )

学生のさまざまな悩みに対応する為にクラス担任制及び相談窓口を設け、個人面

談 。三者面談等を行つている。

また、学生の出席状況、成績等を把握し、学生に働きかけている。

②学校単位の情報
a)「生徒納付金」等

学科名 入学金
授業料

(年間)
その他 備考 (任意記載事項)

歯科衛生士

学科
200,000円 590,000円 260,000円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

|



b)学校評価

c)当該学校に係る情報
(ホームページアドレス又は刊行物等の名称及び入手方法)

Ш ⊇旦://Ⅷ ■ヽヽr,odic,ac.jp/

自己評価結果の公表方法

(ホームページア ドレス又は刊行物等の名称及び入手方法)
「令和 6年度 自己′点検 。自己評価」 l干1行物 )
請求にて郵送

学校関係者評価の基本方針 (実施方法・体制)

学校関係者評価において、自己評価結果の客観性、透明性を高め、学校運営の改善を

図る。

業界関係者 3名、卒業生 1名 、監事 1名

学校関係者評価の委員

所属 任期 種別

一般社団法人歯英会 1988.5.22-2027.5.31

(任期更新 )

業界関係者

一般社団法人歯英会 2019,3.28-2027.5.31

(任期更新 )

業界関係者

一般社団法人歯英会 2024.5.29-2027.5,31

(新規就任 )

業界関係者

一般社団法人歯英会 2007.5.24-2027.5.31

(任期更新)

卒業生

井関税理士事務所 2020.5,30-2027.5.31

(任期更新 )

監事

学校関係者評価結果の公表方法

(ホームページア ドレス又は刊行物等の名称及び入手方法)
「令和 6年度 学校関係者評価報告書」 (刊行物)
請求にて郵送

第二者による学校評価 (任意記載事項)



(別紙 )

※ この別紙は、更新確認申請書を提出する場合に提出すること。

※ 以下に掲げる人数を記載すべき全ての欄 (合計欄を含む。)について、該当する人数が1人以上10人以下の場合には、
当該欄に「―」を記載すること。該当する人数が0人の場合には、 「0人」と記載すること。

1.前年度の授業料等減免対象者及び給付奨学生の数

学校コー ド (13桁 ) H127310000291

学校名 (oo大学等) 大阪歯科学院専門学校

設 置者 名 鮮 校法人○○学園 等) 一般社団法人 歯英会

前半期 後半期 年間

支援対象者数
※括弧内は多子世帯の学生等 (内数 )
※家計急変による者を除く。

33人 (  0)人 30人 (  0)人 34人 (  0)人

第 I区分 22人 22ノ、

(う ち多子世帯) 0人 )( 0人 )(

第Ⅱ区分

(う ち多子世帯) 0人 )( 0人 )(

第Ⅲ区分

(う ち多子世帯) 0人 )( 0人 )(

第Ⅳ区分 (理工農) 0人 0人

第Ⅳ区分 (多子世帯) 0人

内

訳

区分外 (多子世帯) 0人 0人

家計急変による
支援対象者 (年間)

0人 (  0)人

合計 (年間) 34人 (  0)人
(備考)

8 4
1号に掲げる授業料等減免対象者をいい、第 二区分、第 H区分、第Ⅲ区分、第Ⅳ区分 (理工農)と は
れ大学等における修学の支援に関する法律施行令 (令和元年政令第 49号)第 2条第 1項第 2号イ～
る区分をいう。

※ 備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

ヤ｀ 2
ぞ
げ
れ
掲
そ

に
ヽ
ニ



2.前年度に授業料等減免対象者としての認定の取消しを受けた者及び給付奨学生認定の取消しを受け
た者の数

(1)偽 りその他不正の手段により授業料等減免又は学資支給金の支給を受けたことにより認定の取消
しを受けた者の数

年間 0人

(2)適格認定における学業成績の判定の結果、学業成績が廃止の区分に該当したことにより認定の取
消しを受けた者の数

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

上記の (2)の うち、学業成績が著しく不良であると認められる者であって、当該学業成績が著しく不良である
ことについて災害、傷病その他やむを得ない事由があると認められず、遡って認定の効力を失つた者の数

(3)退学又は停学 (期間の定めのないもの又は 3月 以上の期間のものに限る。)の処分を受けたこと
により認定の取消しを受けた者の数

1こ

右以外の大学等

短期大学 (修業年限が 2年のものに限り、認定専
攻科を含む。)、 高等専門学校 (認定専攻科を含
む。)及び専門学校 (修業年限が 2年以下のもの
に限る。)

年 間 前半期 後半期

修業年限で卒業又は修了できないことが確
定

0人 0人 0人

修得単位数 が 「廃止」の基準に該当
(単位制によらない専門学校にあつては、履修科目の単
位時間数が廃上の基準に該当)

0人 0人 0人

出席率が「廃止」の基準に該当又は学修意
欲が著しく低い状況

0人 0人 0人

「警告」の区分に連続して該当
※「停止」となった場合を除く。

0人 0人 0人

計 0人 0人 0人

(備考 )

右以外の大学等
短期大学 (修業年限が 2年のものに限り、認定専攻科を含む。)、
高等専門学校 (認定専攻科を含む。)及び専門学校 (修業年限が2
年以下のものに限る。 )

年間 0人 前半期 0人 後半期 0人

退学 0人

3月 以上の停学 0人

年間計 0人

(備考 )

`よ

、 る る こ



3.前年度に授業料等減免対象者としての認定の効力の停止を受けた者及び給付奨学生認定の効力の停
止を受けた者の数

(1)停学 (3月 未満の期間のものに限る。)又は訓告の処分を受けたことにより認定の効力の停止を
受けた者の数

(2)適格認定における学業成績の判定の結果、停止を受けた者の数

の の の4

3月 未満の停学 0人

訓告 0人

年間計 0人

(偏考 )

右以外の大学等

短期大学 (修業年限が 2年のものに限り、認定専
攻科を含む。)、 高等専門学校 (認定専攻科を含
む。)及び専門学校 (修業年限が 2年以下のもの
に限る。 )

年間 前半期 後半期

GPA等 が下位 4分の 1 0人 0人 0人

右以外の大学等

短期大学 (修業年限が 2年のものに限り、認定専
攻科を含む。)、 高等専門学校 (認定専攻科を含
む。)及び専門学校 (修業年限が 2年以下のもの
に限る。 )

年間 前半期 後半期

修得単位数が 「警告」の基準に該 当
(単位制によらない専門学校にあつては、履修科目の単
位時間数が警告の基準に該当)

0人 0人 0人

GPA等 が下位 4分の 1 0人 0人 0人

出席率が「警告」の基準に該当又は学修意
欲が低い状況

0人 0人 0人

計 0人 0人 0人

(備考)



実務経験のある教員等による授業科目の一覧表 (様式2号の1関係)

設置者名   一般社団法人 歯英会

学校名  大阪歯科学院専門学校

学科名 実務経験のある教員等による授業科目名

実務経験のある
教員等による授
業科目の単位
数又は事業時
数

省令で定める墓
準単位数又は

授業時間数

歯科衛生士学科 生理学 16

心理学 16

英語 16

薗科英語 16

社会学 32

歯科医療倫理 32

行動科学 32

解HI学 32

生理学 lG

病理学 16

口腔解剖学 48

口腔生理学 lG

日腔病理学 16

微生物学。日腔欲生物学 32

薬理学・歯科薬理学 32

生化学 32

衛生・公衆衛生学 32

衛生行政・社会福祉 32

歯科衛生士概論 16

歯科臨床概論 16

歯科予防処置論 I― I 60

歯科予防処置論 I― Ⅱ 45

歯科保健指導論 I― I 30

歯科保健指導論 1-■ 45

栄養指導 30

繭科診療補助論 I― I 60

歯科診療補助論 I― Ⅱ 90

社会人マナー 16

看護概論 16

口腔衛生学 48

80

衛星統計学統計学 16

歯科保存学 保存修復学 lG

歯科保存学 歯内療法学 lG

歯科保存学 歯周病学 lG

歯科補綴学 I 16

歯科補綴学エ 16

口腔外科学 16

小児歯科学 16

嬌正歯科学 16

高齢・障害者歯科 48

歯科予防処置論Ⅱ― I 60

歯科予防処置論 狂―Ⅱ 45

歯科保健指導論 エー I 30

歯科保健指導論 エー■ 45

歯科診療補助論 Ⅱ― I 30

菌科診療補助論 エー狂 90

臨地実習 I 360

介護福祉論 60

歯科予防処置論Ⅲ― I 30

80

歯科予防処置論Ⅲ―Ⅱ 45

歯科保健指導論Ⅲ― I 30

歯科保健指導論Ⅲ―Ⅱ 45

歯科診療補助論Ⅲ― I 30

酋科診療補助論Ⅲ―Ⅱ 45

臨地実習エー I 360

臨地突習Ⅱ―エ 180

情報処理 4G

歯科衛生士学科 合計 2658 240



令和 6年度 学校 関係者評価報告書

大阪歯科学院専門学校

学校関係者評価委員

一般社団法人歯英会 大阪歯科学院専門学校 学校関係者評価委員は、「令和6年度自己点検・自己評価報告書」の結果に基づいて

学校関係者評価を実施したの、で、下記のとおり報告します。

1学校関係者評価評価委員

区分

業界関係者    上野 秀和
業界関係者    上垣内 賢一
業界関係者    吉田 みぎわ
卒業生     廣島 開
監事 (税理士)  井関 文洋

2.令和4年度自己点検・自己評価における学校関係者評価

3総 評

ヒ記9項 日に対し、委員による評価は良好であつたことから、大阪歯科学院専門学校の教育活動、学校運営は、概ね高い水準で維持されているものと評価する。

一方で、実践的な出竹床教育の整備12びに学生の学力向上の取職Hこ対し、常に時代のニーズに即した対応を行い、教育の質の向上に、なお 層の努力を望みます。

評価項目 評価 評価に対する今後の学校の取り組み

1教育理念・目的
育成人材像

・きめ細やかな指導のもと、教育コト念。日標を定め、l`′、療人として真に求め

られる人材の育成に努力している。

・筆生の多様化に対応できる教育体制、学習意欲の維持向 にの奸xり組みが

なされている。

・J:会のニーズを隣まえた、新たな知識・技術を提供する機会を拡充するとともに、

学生個々の能力に応じた効率的な個別指導などを実施していく。

・他行とのた別化を図った学校づくりを目指していく。

2.学校運営 事業計画通りに進んでいる。また運営組為η(やその意思決・定の過程も明らか

になっている。

教職員の意見を採り入れながら学校運営方IIを定めている点は兼晴らしい。

・教職員一同、法令倫理に則つた、適切なコンプライアンス体制を構築し、

それらを共通意識として共有することで、法令順守を徹底していく。

3教育活動 '国家試験の合格率が全国平均を上回る。

,実践的な技術の獲得、医療人としての人間形成、モラルや学習意欲の問題、

学生のを目す熟度など、取り組むべき課題にllxり組んでいる。

.臨床実習を含めた臨床教育の充実、授業のコ子解が遅れがちな学生への対応

新型ヨロナに対する指導など、教育活動全体にわたつて評価できる。。

・国家試験合格率が全国平均を上

“

1ったことは評価できるが、世1来れば

100%を達成できるように対策授業を工夫したい。

・学生に対応する時は、必ず複数人の教職員で対応する。

・職業専門学校の心構えや寡
「
呵気をより構築していく。

・時十ヽに沿った教育活動を進めていく。

4.教育成果 数イ1の国家試験の不合格者が出ている。理由を分析し指導方法及び対策

を見直したい。

選学の要因となる学習意欲の低下や、成績不良への対策として、担任等

による定期的な面談が、効果を上げている。

卒業生の医療現場での活躍が評価を得て、後輩への求人数は非常に多く

就職についても問題はない。また、それは、広報活動にもつながっている。

ヴIき統き、国家試験全員合格を目指す。

成績不良者に対する面談や、補習授業・保護若との連携を通じて、学生の学暫

意欲の向上を図り、学力の向上と退学率の低減に努める。

卒業後の動向、業界関係者への情報収集を行い、それらの情報を在学生・

保護者・受験生に提供していく。

5学生支援 ・就職支援、学生相談、奨学金制度等、様々な方法で、学生支援を行っている。

・クラス担任制度により、学生の精神的なクアも充実している。

・業界のエーズに応えて、卒業生へのサポート体制をより充実して欲しい。

・母 子家庭の増加に伴い、各種面P炎を通して家庭環境を把握し、各学 4■こ

応じた適切な対応をしていきたい。

・卒業生への再就職サポートは従来より行つているが、利用者が少ない。

ますまサ
~増
えている業界のニーズに,苫える為にも十分な対応を行いたい。

・学生に寄り添った支援をしていく。

6.教育環境 ・定期的な防災)練の実施やAEDの 設避など、防災への取り飛1みは評価できる。

・屋上屋根防水シートの張誉、高架水樽・受水構の入れ替えも行い、

施設・設備等は充実していて、特に問題はない。

・多方面の臨床実習施設との連携も行われている。

・設備・施設に関して、定期的な見直しと、計画的に更新し充実させていく。

・社会のニーズに合わせた、臨床突習ができるよう1と、実習施設の充実を図る。

7学生募集と受け入れ 。大阪府専修学校各種学校連合会の規定や法令に則り、適切に学生募集が
行われている。

・学校見学会の参加者から出願に繁がり、早期に募集定員に達している。

・高技生の視点に立った学生募集活動を行つている。

・本校の教育成果を含めた具体的な陪報を提示することで、本校の魅力を伝える。

・高校
~生。高校の教員側が求めている1青報を開示し、他校との差

"rヒ

を図る。

・学校見学会参加者から評価の高い在校生の学校見学会のお手伝いを

今後も同様に続けていく。

・学校のホームページやsNSを 活用した広報活動の充実を図る。

8.財務 ・借入金もなく、健全な学校経営により安定した財務基盤を築いている。

・厳しい学生募イ来状況が統くことにより、財務基盤が弱体化する恐れもあるため、

安定した学生のlrl保と退学防止及び経費 lll減になお一層努める必要がある。

・健全な学校経営を維持するとともに、学生募集の強化、在校生の避学率

の低減、経費削減に努める。

・設備の定期的な更新のためにも計画を立て、十分準備をしておく必要がある。

また、学習環境の安定性を維持するため、学費の値上げも検討する必要がある。

9法令等の遵守 自己点検・自己評価を行うと共に、それらの情報を公開する必要がある。

個人陪報保護法にチ五づき、厳こな管犀体制となっている。

ヨンプライアンス推進体制の強化が望まれる。

法令遵守にあたっては、全教職員がコンプライアンスの徹底に今後も

なお一層努めていく。

令不I17イ 千i5ナ ]21日 (水 )
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